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令和７年３月１１日

青梅市長 大勢待 利明 様

青梅市行財政改革推進委員会

委員長 菊 池 一 夫

青梅市の行政改革に関する意見交換結果報告書の提出

について

デジタル技術の急速な進展と普及の影響は、青梅市の行財政運営

および市民生活に対し、多大な影響を与えています。

急速なデジタル化の潮流が続く中、市においては、市民や事業者

に 対 す る 行 政 サ ー ビ ス を ど の よ う に 向 上 さ せ る か が 重 要 な 課 題 と

なっております。

このような現状の中、市の行財政運営については、従来のやり方

を踏襲するだけでは十分な効果は期待できず、デジタル社会を前提

とした新たな視点に立った行財政運営が求められております。

青梅市行財政改革推進委員会では、そのような現状を踏まえ、青

梅市における今後の行財政運営について、市民の視点から見て「何

が必要か 」、「今後どのようにしていくべきか」といったことについ

て、委員間による意見交換を行いました。

「デジタルを活用した市民サービスの将来像」をテーマに意見交

換を重ね 、そこで出た意見等について、本報告書にまとめましたの

で、以下のとおり提出します。

今後の青梅市の行財政運営に対し、参考としていただくことを期

待します。

以 上
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１．意見交換会の実施について

青梅市行財政改革推進委員会では、令和５年度および令和６年

度に開催した委員会において、以下のとおり意見交換会を実施し

た。

２．意見交換の内容について

計４回の意見交換において、市が行っている各種事業の取組等

に対し、出席委員から、さまざまな視点による意見が出された。

報告書をまとめるに当たり、関連する意見について、以下のとお

りそれぞれの項目別に集約した。

(1) 市 ホ ー ム ペ ー ジ の 改 善

市 ホ ーム ペー ジ は、市民と行政との重要な接点であり、情報

発信の基盤である。しかしながら、現 状では情報量が膨大であ

ることから、必要な情報にたどり着く のが困難であるという意

見が多々寄せられている。

そのため、市ホームページの構造を見直し、以下の対応策を

提言する。

開催日 内 容

令 和 ６ 年 ３ 月 ２ ９ 日 デジタルを活用した市民サービスの将

来像に対する意見交換（第１回）

・資料説明およびテーマ決め

令 和 ６ 年 ６ 月 ７ 日 デジタルを活用した市民サービスの将

来像に対する意見交換（第２回）

・情報発信の現状および課題について

令 和 ６ 年 １ ０ 月 ２ ９ 日 デジタルを活用した市民サービスの将

来像に対する意見交換（第３回）

・情報発信のあるべき理想像や、具体

的な取組等について

令 和 ７ 年 ２ 月 １ ２ 日 デジタルを活用した市民サービスの将

来像に対する意見交換（第４回）

・報告書（案）について
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ア ユーザーインターフェース（利用者向け表示）の改善

ホームページの案 内やデザインを、利用者が直感的に操作

しや すい よ う改良 す るこ とで 、世 代 を問わ ず 使いや す いも の

としていただきたい 。

具体的には、暮ら しの出来事別の分類表示（例：出産、引

越し 、結 婚 等）を 導 入し 、市 民が 求 める情 報 に迅速 に たど り

着けるように改善す べきである。

イ 生成 AI の 活 用

生 成 AI※ 1 と い っ た 最 新 の 技 術 を 活 用 す る こ と で 、 利 用 者

の質 問に 対 し、適 切 な情 報を 即座 に 提供で き るよう な サー ビ

スを導入すべきであ る。

24 時 間 対応 可 能な サー ビ スを 提供 す ることにより、市民サ

ービ スの 向 上と行 政 側の 負担 軽減 を 同時に 実 現でき る ので は

ないか。

ウ 情報掲載の統一基準の設定

掲載情報の統一性 を担保するため、情報掲載内容や期間、

手順 等の 基 準や更 新 ルー ルを 明確 化 し、令 和 ７年度 が 始ま る

前を 目途 に 、各課 で 共有 する 必要 が あると と もに、 広 報担 当

部門 が中 心 となり 、 各課 の情 報発 信 を一元 管 理し、 古 くな っ

た情報の削除や更新状況の確認を継続的に行っていただきたい。

(2) デ ジ タ ル デ バ イ ド （ 情 報 格 差 ） 対 策

デ ジ タル化の進展に伴い、高齢者を始めとするデジタル機器

に不慣れな市民が取り残されることの ないよう、デジタルデバ

イド（情報格差）対策に取り組む必要 があると考え、以下の対

応策を提言する。

ア デジタル機器の貸出と講習会の充実

既存のスマートフ ォン貸出制度や講習会をさらに拡充し、

より 多く の デジタ ル 機器 に不 慣れ な 市民が 参 加でき る よう に
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する必要がある。

また、地域の学校 や市民センターを活用し、地域住民に対

し、 定期 的 にデジ タ ルデ バイ ド（ 情 報格差 ） 対策講 習 を行 っ

ていただきたい。

イ インターネットの安全利用の啓発

市民を対象に、イ ンターネットの危険性や詐欺対策につい

ての 教育 を 強化し 、 高齢 者や 若年 層 が安全 に インタ ー ネッ ト

を利用できるような 環境づくりに努めていただきたい。

その際には、フィルターバブル現象 ※ 2 や誤情報のリスクに

ついての啓蒙活動も 合わせて行うことが重要である。

ウ 必要な情報へのアクセス改善

例えば、「赤ちゃんができたら」というような出来事に基

づく案内を導入し、 市民が必要とする福祉施策や各種サービ

スに、簡単にたどり 着けるよう整備していただきたい。

また、オンラインでの行政相談窓口を設置し、二次元コー

ド ※ 3 を利用するなど 、市民が簡単に利用できる環境の整備

も必要である。

(3) 受 け 手 が 必 要 と す る 情 報 発 信

デ ジ タル 時代における情報発信は、対象者に応じた内容と手

段の選別が重要なことから、以下の対応策を提言する。

ア 対象者に応じた SNS 活 用

若 年 層 向 け に は Instagram や TikTok、 中 高 年 層 向 け に は

Facebook や LINE な ど と い っ た 、 各 対 象 者 に 適 し た SNS※ 4 を

活用し、情報発信を 行ってはどうか。

ま た 、 観 光 や 移 住 定 住 の 情 報 発 信 に は Instagram や

Facebook を 、緊急 情報 や 市民 向け 連 絡に は LINE や X（ エ ッ ク

ス ） と 、 情 報 の 内 容 に よ り メ ディ ア を使い 分 けるこ と も必 要

である。
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イ 正確で信頼性のある情報発信

コロナ禍の経験か ら、情報発信においては、正確さと信頼

性が 非常 に 重要で あ るこ とが 明ら か となっ た 。偏り の ない 正

な情 報を タ イムリ ー に発 信す るた め 、でき る 限り情 報 の根 拠

や裏 付け を 示すな ど 、情 報源 の透 明 性と信 憑 性を確 保 し、 市

民の信頼を獲得する 必要がある。

ウ 企業向け情報発信の改善

現行のホームペー ジでは、企業向けの情報が分かりづらい

という問題がある。企業誘致を推進するためにも、生成 AI を

活 用 し て 検 索 機 能 を 強 化 し 、 企 業 向 けの情 報 発信ペ ー ジを 充

実させる必要がある 。

また、企業誘致や 産業振興に関する専用の分類ページを設

け、必要な情報を一 元化することも重要である。

(4) デ ジ タ ル ツ ー ル の 利 活 用

デ ジ タル ツー ル の利活用により、市民サービスの効率化と質

の向上を目指し、以下の対応策を提言する。

ア 生成 AI と 音 声 認 識 技 術 の 活 用

生成 AI や 音 声認 識技 術を 活 用し 、市民 が簡 単に情報を取得

でき る環 境 を整備 す る必 要が ある （ 例：多 言 語対応 の チャ ッ

トボット ※ 5 や同時通 訳機能を導入し、外国人市民にも対応可

能なサービスの提供 など）。

イ ポータルアプリの開発

悪質な広告表示の ない市民向けの専用ポータルアプリを開

発し、利用しやすく信頼性の高い情報提供を行う必要がある。

また、ポータルアプリには、市民が必要な情報を見逃さな

いよう、リマインダ ー機能や、緊急時のプッシュ通知機能 ※ 6

を備えると利用者の 利便性が向上すると考える。
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ウ 詐欺被害防止の啓蒙とチェックツール

現 在多 発 する 詐欺 被害 を 防止 する た めの 啓蒙 活動 を強 化 し、

市民 が詐 欺 メール や 詐欺 サイ トに 対 抗でき る スキル を 身に つ

けら れる よ うにす る べき であ る。 そ の際、 危 険度を 認 識さ せ

るためのチェックツ ールがあるとよい。

エ 災害対応機能の強化

災害時には迅速な 情報提供が求められるため、ポータルア

プリ や市 ホ ームペ ー ジに 災害 対応 機 能を強 化 する必 要 があ る。

それに当たっては、安否確認機能や、避難場所の案内など、

市民 が緊 急 時に必 要 な情 報を すぐ に 取得で き るよう に すべ き

である。

３．まとめ

本報告書では、市ホームページの改善、デジタルデバイド（情

報格差）対策、受け手が必要とする情報発信、デジタルツールの

利活用の４つの視点から、それぞれの具体的なアプローチについ

て提言した。

これらの提言内容の実践は、市民一人ひとりが、より快適で効

率 的 な サ ー ビ ス を 享 受 で き る 環 境 整 備 の 一 助 に な る も の と 確 信

するものである。

青 梅 市 が 目 指 す デ ジ タ ル 時 代 に お け る 市 民 サ ー ビ ス の 将 来 像

を実現するには、市民と行政双方が協力し合い、共に歩んでいく

姿勢が必要不可欠である。

市民が安心して利用できるデジタル環境の整備は、行政サービ

スの効率化と透明性を高めるとともに、地域社会全体の発展にも、

大いに寄与するものと考えることから、今回取り上げた内容につ

いて 、令和７年度中に実施に向けた取組を行っていただきたい。

今後、市長の強いリー ダーシップのもと、職員と市民が一体と

なって、デジタルサービスの向上に取り組むことを通じ、市民の

満足度向上が実現することを、心より願うものである。
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用語解説

1.【 生 成 AI】

人 工 知 能 技 術 を 用 い て 新 た な コ ン テ ン ツ や 情 報 を 自 動 的 に 作 り 出

すシステム。文章、画像、音楽などさまざまな形式のコンテンツが

生成され、創作や業務効率向上に寄与する場合がある。

2.【 フ ィ ルタ ー バブ ル現 象】

イ ン タ ー ネ ッ ト 上 で 利 用 者 の 好 み や 過 去 の 行 動 に 基 づ い て 情 報 が

選別されることで、限られた視点や情報しか受け取れなくなること

を指す。この結果、多様な意見に触れる機会が減少する場合がある。

3.【 二 次 元コ ー ド】

縦 と 横の 二方 向 に情 報を持つ記号であり、大量のデータをコンパク

トに表現できる。スマートフォンや専用の読み取り装置で簡単にス

キャンでき、情報の迅速な取得や共有が可能。

4.【 SNS（ ソ ー シ ャル ・ネ ット ワ ーキ ング ・ サービス）】

インターネット上で人々が情報交換や交流を行うためのサービス。

個人や団体が広範囲の利用者とつながり、情報発信やコミュニケー

ションを図る場として利用されることが多い。

5.【 チ ャ ット ボ ット 】

利 用 者と の対 話 を通 じて自動で応答し、質問に答えたり情報を提供

し た り す る シ ス テ ム 。 2 4 時 間 い つ で も 対 応 で き 、 効 率 的 な

サ ービスを実現することが可能。

6.【 プ ッ シュ 通 知機 能】

ス マ ー ト フ ォ ン や コ ン ピ ュ ー タ ー の 画 面 に 直 接 届 く 情 報 の 提 供 方

法。重要な情報を迅速に利 用者に伝えるために使用される機能であ

る。
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